
（令和６年３月末日現在） 

新 潟 空 港 ビ ル デ ィ ン グ 株 式 会 社 

令 和 ５ 年 度  経 営 情 報 

 

１．事業者の概要及び事業の概況 

（１）基本的事項 

事業者の商号 
新潟空港ビルディング株式会社  

NIIGATA AIRPORT BUILDING CORPORATION 

本店の所在地 新潟市東区松浜町３７１０番地 

設 立 年 月 日 昭和３６年１２月１日 

資 本 金 の 額 ２０億円 

 

 

（２）事業者が行う事業の内容 

当社はターミナルビルを利用する航空会社や航空旅客並びに航空貨物代理店などに、必要

な施設、設備、ならびにサービスの提供を行う事業と併せて、旅行者を対象に土産品等の物

品販売、食堂・喫茶店の経営を行っています。 

 

①主な事業  

１）航空会社などに対してカウンターや事務室の提供及び各事業者に対して食堂･売店・倉庫

などの貸室提供 

２）旅客専用通路、手荷物引渡所、荷捌き所、搭乗待合室など、航空会社共用施設の提供 

３）ボーディングブリッジ、到着手荷物用ベルトコンベア、館内放送設備、館内案内表示、

館内専用電話など航空会社及び関連事業者共用設備の提供 

４）航空旅客、送迎客などに対して、館内放送と運航時刻表示板装置による案内サービス及

び到着ロビーそれぞれの案内カウンターにおけるインフォメーションサービス 

   ５）航空貨物代理店などに対して荷捌き施設、貨物上屋など、航空貨物取扱施設の提供 

 

②付帯事業 

１）国際線搭乗待合室内の免税店において、外国産の酒類、タバコ、香水、化粧品、雑貨等

の保税物品及び国産の酒類、タバコ等の免税品、その他国内の化粧品、土産食品・雑貨

等の販売   

２）旅客や送迎客に対して、見学、送迎施設や待合室の提供、その他のサービスの提供 

３）各ターミナルビルのロビーや搭乗待合室などの空間に広告媒体を設置しての広告宣伝業 

 

 

 

-1-



（３）役員の地位、氏名及び重要な兼職の状況 

 

取締役及び監査役 

  地  位 氏  名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役会長 橋 本 憲 次 郎 新潟県副知事 

代表取締役副会長 福 田 勝 之 新潟商工会議所 会頭、㈱福田組 代表取締役会長 

代表取締役社長 小 關 貴 裕  

常 務 取 締 役 高 木  伸 浩  

取 締 役 岡 﨑 弥 生  

取 締 役 朝  妻    博 新潟市副市長 

取 締 役 敦 井 榮 一 北陸瓦斯㈱ 代表取締役会長 

取 締 役 鈴 木 宏 司 全日本空輸㈱ 新潟支店長 

取 締 役 筒 井 玲 子 日本航空㈱ 新潟支店長 

取 締 役 雑  賀  良  倫 日本通運㈱ 新潟航空営業部長 

取 締 役 和 田  雅 彦 ㈱日本政策投資銀行 新潟支店長 

常 勤 監 査 役 小  野  克  幸  

監 査 役 星 野 佳 人 新潟交通㈱ 代表取締役社長 

監 査 役 横 山 史 雄 (一社)新潟県銀行協会 常務理事 

注１． 取締役朝妻博氏、敦井榮一氏、鈴木宏司氏、筒井玲子氏、雑賀良倫氏、和田雅彦氏は、 

社外取締役であります。 

注２． 監査役は全員会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役であります。 

注３． 当期中の取締役・監査役の異動 

① 小野克幸氏は、令和 5年 6 月 23 日開催の第 62 回定時株主総会終結の時をもって任期 

満了により、監査役を退任いたしました。 

② 星野佳人氏、高木伸幸氏は、令和 5年 6月 23 日開催の第 62回定時株主総会終結の時 

をもって辞任により、監査役を退任いたしました。 

③ 監査役 小野克幸氏、星野佳人氏は、令和 5年 6月 23 日開催の第 62 回定時株主総会に 

おいてそれぞれ再任され就任いたしました。 

④ 監査役 横山史雄氏は、令和 5年 6月 23 日開催の第 62回定時株主総会において新任さ 

れ就任いたしました。 

朝妻博氏は、令和 6年 3月 31 日取締役を辞任いたしました。 
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（４）事業の概況 

①事業の経過 
 当会計期間における当社を取り巻く経営環境は、2023 年 5 月 8 日から新型コロナウイルス

感染症の法令上の分類が変更されたことに伴い、出入国制限を含む行動制限が全面的に解除

され、国内・国際線ともに業務出張・旅行・帰省などの航空需要回復基調が見られ、継続的に

穏やかな回復が続くことが期待される状況となりました。しかしながら、中国をはじめとする

世界経済の減速や地域紛争の発生といった世界情勢に加え、2024 年 1 月 1 日に発生した能登

半島地震の影響を少なからず受けることとなりました。 
国内線就航路線については、新潟空港を拠点とする地域航空会社トキエアが 2024 年 1 月

31 日から、新潟＝札幌（丘珠）線に週 4 便の運航で新規就航いたしました。一方で ANA 成

田線の運休継続に加え、ANA 名古屋（中部）線の運休、FDA 神戸線は繁忙期間のみの季節運

航化、Peach Aviation 関西線の冬期スケジュールで週 4 便運航（夏期は毎日運航）に減便さ

れるなどの需給調整が行われました。 
当期間における国内線旅客数は、2019 年以来となる 100 万人超えの 1,003,214 人(前年比

124.7％、+198,467 人、2019 年度比 98.5％、△15,008 人)となりました。 
国際線就航路線については、台湾（桃園）線が 5 月 12 日から週 2 便、上海（浦東）線が 8

月 26 日から週 2 便、ソウル（仁川）線が 10 月 31 日から週 3 便、ハルビン線が 2024 年 1 月

15 日から週 1 便で、それぞれ順次運航を再開し、コロナ禍前に運航されていた全ての国際定

期便路線が運航再開となり、当期間の国際線旅客数は、52,994 人（前年比+46,469 人、2019
年度比 44.4％、△66,475 人）となりました。 
 これらにより、当期間の国内線・国際線旅客数合計は 1,056,208 人（前年比 130.2％、 
+244,936 人、2019 年度比 92.8％、△81,483 人）の水準となりました。 
 航空貨物については、国内貨物の取り扱いは、代理店貨物は少量で、カウンター発券貨物が

中心になっており、検体・試薬等の新型コロナウイルス関連貨物の取扱いが減少しており、当

期間における国内貨物は 52.8ｔ（前年比 71.8％、△20.8ｔ、2019 年度比 90.5％、△5.5ｔ）

となりました。また、国際貨物の取り扱いは上海線に続き、ソウル線も運航再開したほか、11
月に香港行きのチャーター便で錦鯉の輸出があり、まだ少量にとどまっておりますが実績が

出てきております。 
 これらにより、国内線・国際線貨物の合計では、59.2ｔ（前年比 80.5％、△14.4ｔ、2019
年度比 47.7％、△65.0ｔ）となりました。 
 

②事業の成果 
当期間における営業収益は、航空旅客数や運航便数に連動し、前年同期を上回ったものの、

国際線運航及び旅客数の回復は依然としてスローペースでありコロナ影響前の水準には達し

ない結果となりました。 
     不動産部門においては、旅客数の回復に伴ってテナント歩合賃料及びラウンジ売上が前年

同期より増加し、さらに、国際線の運航再開による施設使用料収入の増加等により、684,442
千円（前年比 115.6％、+92,251 千円）となりました。 

     営業部門では、国内売店においては、ビジネス・旅行需要の回復に加え、コンベンション・

ライブイベントの大規模開催が増加したことにより、購買意欲が高まり、635,417 千円（内 3
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階冷凍自販機+1,313 千円含む。前年比 122.2％、+115,712 千円、2019 年度比 104.4％、+26,977
千円）となり、コロナ影響前の水準まで回復しました。 

     免税売店は、全ての国際定期便路線再開に伴い、インバウンド旅客を中心に免税たばこ・保

税たばこ・食品が売れ、特に上海（浦東）線では茅台酒（保税酒）、ソウル（仁川）線では日

本酒（免税酒）の売上が好調であった結果、101,653 千円の実績となり、物販店舗全体では、

737,070 千円（前年比 138.6％、+205,449 千円）となりました。 
     飲食店舗（海堂）においては、価格改定による客単価の向上及びコストの削減を図ったほ

か、テナント減少の状況下において、夏期は早朝の札幌線・伊丹線の利用者数増加による朝の

時間帯の需要を取り込み、冬期は沖縄線の昼時間帯の需要を取込めたことなどにより、44,646
千円（前年比 129.7%、+10,233 千円）と大幅に伸び、物販・飲食全体では、781,717 千円（前

年比 138.1%、+215,683 千円）となりました。 
     その他収入では、昨年度期中に契約した新規広告があるほか、G7 新潟財務大臣・中央銀行

総裁会議開催に伴う館内広告掲出等により、広告収入が増加し、空港利用者の増加に伴う屋上

入場料、自動販売機手数料、コインロッカーなどの館内営業収入も増加したことにより、

37,662 千円（前年比 104.4%、+1,574 千円）となりました。 
     これらの結果、当期間の営業収益の合計は、1,503,821 千円（前年比 125.9%、+309,509 千

円）となりましたが、2019 年度比で 86.3%の回復にとどまっております。 
     営業費用においては、国際線運航再開に伴う免税店仕入の売上原価の増加、組織強化のため

の人員増による人件費増加、国際線諸施設稼働増加に伴う維持管理・修繕等の維持管理費用及

びエネルギー価格高騰による水道光熱費が増加したため、1,591,156 千円（前年比 118.0%、

+242,302 千円）となりました。 
     また、新潟県より「新潟空港機能維持支援事業」として、2023 年 5 月 8 日及び 2023 年 7

月 14 日に計 226,650 千円の交付を受けました。さらに、新潟市より「新潟空港ターミナルビ

ル運営継続支援金」として 2023 年 10 月 26 日に 56,850 千円の交付を受け、計 283,500 千円

を特別利益として計上しております。 
以上の結果、当期間における業績は、営業損失で 87,334 千円（前年差+67,206 千円）とな

り、経常損失 92,193 千円（前年差+55,018 千円）、税引前当期純利益 174,541 千円（前年差

+273,333 千円）となりました。 
 

-4-



－８ －

貸 借 対 照 表

（ 単位： 円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 合 計 3,062,635,077 負債及び純資産合計 3,062,635,077

流 　 動 　 資 　 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料

貯 蔵 品

未 収 入 金

前 払 費 用

立 替 金

未 収 消 費 税 等

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 　 定 　 資 　 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

保 証 金

出 資 金

流 　 動 　 負 　 債

買 掛 金

一年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 事 業 所 税

未 払 法 人 税 等

前 受 金

仮 受 金

前 受 収 益

預 り 金

賞 与 引 当 金

固 　 定 　 負 　 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

負 　 債 　 合 　 計

株 　 主 　 資 　 本

資 本 金

利  益  剰  余  金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

評価・ 換算差額等

その他有価証券評価差額金

純　 資　 産　 合　 計

551,727,937
431,131,624

32,015,216

31,960,931

307,757

3,006,610

42,042,823

5,676,002

400,644

5,130,200

123,130

 67,000

2,510,907,140
2,500,853,633
2,086,006,797

26,125,285

197,070,226

1

128,769,028

62,882,296

3,994,637
767,814

3,026,823

200,000

6,058,870
4,381,650

535,920

1,080,000

61,300

325,764,337
41,583,572

10,000,000

17,001,468

126,626,398

15,245,704

3,995,500

36,574,700

29,949

156,200

55,995,231

10,598,693

7,956,922

2,457,637,271
2,353,464,000

18,788,698

15,607,317

67,300,818

2,055,950

420,488

2,783,401,608

278,275,307
2,000,000,000

 1,721,724,693

24,357,398

 1,746,082,091

 1,746,082,091

958,162
958,162

279,233,469

△

△

△

△

（ 令和６ 年３ 月31日現在）
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－９ －

損 益 計 算 書

自　 令和５ 年４ 月１ 日
至　 令和６ 年３ 月31日( )

（ 単位： 円）

684 ,44 2 ,477

781 ,71 7 ,035

37 ,662 ,469

2 ,9 00

7 ,317 ,649

11 ,936 ,334

41 ,578

201 ,507

13 ,201 ,325

283 ,50 0 ,000

15 ,264 ,540

13 ,201 ,325

1 ,500 ,000

1,503 ,821,981

5 27 ,553 ,508

976,268,473

1 ,063 ,603 ,128

87,334,655

7 ,320,549

12,179,419

92,193,525

296 ,701,325

29,965,865

174 ,541,935
27 ,7 85 ,233

146,756,702

売 上 高

不 動 産 収 入

商 品 売 上

そ の 他 収 入

売 上 原 価

売 上 総 利 益 金 額

販売費及び一般管理費

営 業 損 失 金 額

営 業 外 収 益

受 取利 息及び配当 金

そ の 他 の 営業外収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

為 替 差 損

そ の 他 の 営業外費 用

経 常 損 失 金 額

特 別 利 益

国 庫補 助金等受入 額

補 助 金 収 入

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 の 特 別 損 失

税引前当期純利益金額

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益 金 額
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－10－

株主資本等変動計算書

令和５ 年度（ 令和５ 年４ 月１ 日～令和６ 年３ 月31日）

令和５ 年４ 月１ 日残高

事業年度中の変動額

　 当期純利益

　 株主資本以外の項目の

　 事業年度中の変動額

　 　 　 　 　 　 　（ 純額）

事業年度中の変動額合計

令和６ 年３ 月31日残高

641,305

316,857

316,857

958,162

641,305

316,857

316,857

958,162

132,159,910

146,756,702

316,857

147,073,559

279,233,469

その他有価証券
評価差額金

評価・ 換算差額等
合計

評価・ 換算差額等

純資産合計

令和５ 年４ 月１ 日残高

事業年度中の変動額

　 　 当期純利益

　 株主資本以外の項目の

　 事業年度中の変動額

　 　 　 　 　 　 　（ 純額）

事業年度中の変動額合計

令和６ 年３ 月31日残高

24,357,398

　

　

　

－

24,357,398

2,000,000,000

　

　

　

－

2,000,000,000

△ 1,892,838,793

146,756,702

146,756,702

△ 1,746,082,091

△ 1,868,481,395

146,756,702

146,756,702

△ 1,721,724,693

131,518,605

146,756,702

146,756,702

278,275,307

利益準備金
資本金

利益剰余金

株主資本

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

利益剰余金

合計

株主資本

合計

（ 単位： 円）
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個別注記表

［  重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 ］

１ ． 資産の評価基準及び評価方法

⑴　 有価証券の評価基準及び評価方法

　 　 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のも の

　 　 　 　 　 　 　 ……期末日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は

全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は移動

平均法によ り 算定）

⑵　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 　 　 　 　 　 　 ……最終仕入原価法によ る 原価法（ 貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく 簿価切り 下げの方法によ り

算定）

２ ． 固定資産の減価償却の方法

⑴　 有形固定資産…………定額法

　 　 （ リ ース 資産を除く ）

⑵　 無形固定資産…………自社利用のソ フ ト ウ ェ アについては、 社内におけ

る 利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法を 採用し

ており ま す。

⑶　 リ ース 資産……………所有権移転ファ イ ナンス・ リ ース 取引に係る リ ース

資産については、 自己所有の固定資産に適用する

減価償却方法と 同一の方法を 採用し ており ま す。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 所有権移転外ファ イ ナンス・ リ ース 取引に係るリ ー

ス 資産については、 リ ース 期間を 耐用年数と し 、

残存価額を 零と する 定額法を 採用し ており ま す。

３ ． 引当金の計上基準

⑴　 貸倒引当金……………債権の貸倒れによ る 損失に備える ため、 貸倒実績

率によ る ほか、 個別債権の回収可能性を 検討し て

計上し ており ま す。

⑵　 賞与引当金……………従業員賞与の支給に備える ため、賞与の支給見込額

のう ち当期に負担すべき 金額を計上し ており ま す。

⑶　 退職給付引当金………従業員の退職金支払に充てる ため、 当社退職手当

金支給規程に基づく 期末自己都合退職金要支給額

を 計上し ており ま す。

⑷　 役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備える ため、 役員退職

慰労金支給規程に基づく 期末要支給額を 計上し て

おり ま す。

－11－
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４ ． 外貨建資産・ 負債の本邦通貨への換算基準

　 　 外貨建金銭債務は、 期末日の直物為替相場によ り 円貨に換算し 、 換算差額

は損益と し て処理し ており ま す。

５ ． 収益およ び費用の計上基準

　 　 不動産収入は、 主に当社所有の不動産の賃貸によ る も のであり 、 賃貸期間

に対応する 賃貸料を収益と し て認識し ており ま す。

　 　 商品の販売に係る 収益は、 主に小売等によ る 販売であり 、 顧客と の販売契

約に基づいて商品を引き 渡す履行義務を負っ ており ま す。 当該履行義務は、

商品を 引き 渡す一時点において、 顧客が当該商品に対する 支配を獲得し て充

足さ れる と 判断し 、 引渡時点で収益を 認識し ており ま す。

　 　 当社が代理人と し て商品の販売に関与し ている 場合には、 純額で収益を 認

識し ており ま す。

　 　 その他収入は、 主に広告事業によ る も のであり 、 契約期間に対応する 広告

収入を 収益と し て認識し ており ま す。

　

［  収益認識に関する 注記 ］

　 収益を 認識する ための基礎と なる 情報

［  重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 ］ の「 ５ ．収益およ び費用の計上基

準」 に記載のと おり であり ま す。

［  重要な会計上の見積り に関する 注記 ］

　 当社は、 当事業年度末における 繰延税金資産の回収可能性についての判断に

あたり 、 会計上の見積り を 行っており ま す。 こ の会計上の見積り は、 主と し て、

翌期の課税所得見込み（ 業績予想） に基づいて行われま すが、 国際線航空旅客

の回復の見込みが不確実なため、 当社の将来収益に与える 影響を 客観的に予想

する こ と が困難である こ と から 来期も こ の影響が続く も のと 仮定し ており 、 繰

延税金資産の回収可能性について判断し ており ま す。

　 以上の見積り の結果、 2025 年3 月期における 課税所得が発生し ないも のと 試

算さ れたこ と から 、「 繰延税金資産の回収可能性に関する 適用指針」（ 企業会計

基準適用指針第26 号2015 年12 月28 日） に基づき 、 当社の繰延税金資産につ

いて、 回収可能性はないも のと 判断し ており ま す。

［  貸借対照表に関する 注記 ］

１ ． 担保に供し ている 資産及び担保に係る 債務

　 ⑴　 担保に供し ている 資産

　 　 　 　 　 建　 　 物 2,086,006,797 円

　 ⑵　 担保に係る 債務

　 　 　 　 　 長 期 借 入 金 2,335,964,000 円

２ ． 有形固定資産の減価償却累計額 10,700,846,673 円

-9-
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３ ． 有形固定資産の圧縮記帳累計額 212,743,596 円

［  損益計算書に関する 注記 ］

　 販売費及び一般管理費のう ち減価償却費 286,440,364 円

［  株主資本等変動計算書に関する 注記 ］

　 当期末日における 発行済株式の数 4,000,000 株

［  税効果会計に関する 注記 ］

　 繰延税金負債の発生原因は、 その他有価証券評価差額金であり ま す。

［  リ ース によ り 使用する 固定資産に関する 注記 ］

　 貸借対照表に計上し た固定資産のほか、 情報機器等の一部については、 所有

権移転外フ ァ イ ナンス ・ リ ース 契約によ り 使用し ており ま す。

［  賃貸等不動産に関する 注記 ］

　 当社は、 新潟空港において空港関連施設を 所有し 、 その一部を 商業施設と し

て賃貸の用に供し ており ま す。

賃貸等不動産の時価

（ 注１ ） 貸借対照表計上額は、 取得価額から 減価償却累計額及び圧縮記帳額

を 控除し た金額であり ま す。 ま た賃貸等不動産と し て使用さ れる 部分

を 含む不動産全体の貸借対照表計上額を 記載し てあり ま す。

（ 注２ ） 当社は国土交通大臣から 空港機能施設事業者の指定を 受け、 空港法

の定めによ る 特別な用途に当該建物を 使用し ている も のであり ま す。

建物の使用・ 処分に事業上、 法律上の制約がある こ と から 、 適正な時

価を 算定する こ と が困難であり ま すので、 時価の注記は行っ ており ま

せん。

　 　 　 　 なお、 令和5 年度固定資産税評価額は、 3,058,589,516円であり ま す。

［  金融商品に関する 注記 ］

１ ． 金融商品の状況に関する 事項

　 当社は、 資金運用については短期的な預金に限定し 、 銀行等金融機関から

の借入によ り 資金を 調達し ており ま す。 ま た、 投資有価証券は上場株式であ

り 、 半期ごと に時価の把握を 行っ ており ま す。 借入金の使途は運転資金（ 主

貸借対照表計上額 時　 　 価

2,086,006,797

円

－  

円
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に短期） 及び設備投資資金（ 長期） であり 、 金利変動リ ス ク については市場

動向の情報を 収集し 、 可能な限り 低減を 図っており ま す。

２ ． 金融商品の時価等に関する 事項

　 令和6 年3 月31 日（ 当期の決算日） における 貸借対照表計上額、 時価及び

こ れら の差額については、 次のと おり であり ま す。 ま た、 現金は注記を 省略

し ており 、 預金、 売掛金及び未収入金、 買掛金及び未払金、 未払法人税等は

短期間で決済さ れる ため時価が帳簿価額に近似する こ と から 、 注記を省略し

ており ま す。

（ 注） 時価の算定に用いた評価技法及びイ ンプッ ト の説明

　 　 　 金融商品の時価を 、 時価の算定に用いたイ ンプッ ト の観察可能性及び重

要性に応じ て、 以下の 3 つのレ ベルに分類し ており ま す。

レ ベル１ の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における （ 無調整

の） 相場価格によ り 算定し た時価

レ ベル２ の時価： レ ベル 1 のイ ンプッ ト 以外の直接又は間接的に観察

可能なイ ンプッ ト を用いて算定し た時価

レ ベル３ の時価： 重要な観察でき ないイ ン プッ ト を使用し て算定し た

時価

　 時価の算定に重要な影響を 与える イ ンプッ ト を 複数使用し ている 場

合には、 それら のイ ンプッ ト がそれぞれ属する レ ベルのう ち、 時価の

算定における 優先順位が最も 低いレ ベルに時価を 分類し ており ま す。

投資有価証券＿＿＿＿＿＿

　 上場株式は、 相場価格を 用いて評価し ており ま す。 上場株式は、 活

発な市場で取引さ れている ため、 その時価をレ ベル１ の時価に分類し

ており ま す。

長期借入金及びリ ース 債務＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　 こ れら の時価は、 元利金の合計額と 、 当該債務の残存期間及び信用

リ ス ク を 加味し た利率を 基に、 割引現在価値法によ り 算定し ており 、

レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。

（ 単位： 円）

貸借対照表計上額 (*2) 時　 価 (*2) 差　 額

⑴ 投資有価証券

⑵ 長期借入金　 （ ＊1）

⑶ リ ース 債務　 （ ＊1）

（ ＊1） 長期借入金及びリ ース 債務については、一年以内返済分を含んでおり ま す。

（ ＊2） 負債に計上さ れている も のについては、（ 　 ） で示し ており ま す。

4,381,650

(2,363,464,000)

(35,790,166)

－

△ 172,626,889

△ 972,988

4,381,650

(2,190,837,111)

(34,817,178)
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⑴　 法人主要株主等

［  関連当事者と の取引に関する 注記 ］

⑵　 兄弟会社等

－15－

（ 単位： 円）

属性
会社等

の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関係内容

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容 取引金額 科　 目 期末残高

新 潟 県 被所有

直接

33.3％

兼任

１ 名

建物の賃貸等

資金の借入

借入利息

補助金

未収入金等

長期借入金

未払費用

―

18,831,349

― 　 　

7,653,338

226,650,000

1,289,060

1,869,298,000

4,592,003

― 　 　

998,028

― 　 　

466,666,000

2,295,996

― 　 　

新 潟 市 被所有

直接

16.6％

兼任

１ 名

建物の賃貸等

上下水道料

資金の借入

借入利息

補助金

未収入金等

―

長期借入金

未払費用

―

10,841,451

10,626,884

― 　 　

3,826,661

56,850,000

法

人

主

要

株

主

等

（ 単位： 円）

属性
会社等

の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関係内容

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容 取引金額 科　 目 期末残高

全日本空輸

株 式 会 社

兼任

１ 名

建物の賃貸等

光熱費等

商品売上

前受収益等

未収入金

―

前受収益等

未収入金

立替金

未払金

買掛金

―

―

192,931,708

3,821,684

382,490

24,287,900

109,613

716,650

2,108,953

913,920

483,805

379,815

17,231,668

5,821,971

― 　 　

3,842,855

1,144

716,650

143,550

246,758

― 　 　

― 　 　

Peach A v a tion

株 式 会 社

ANAあきんど

株 式 会 社

全日空商事

株 式 会 社

株 式 会 社
A N A ケ ー タ
リ ングサービス

建物の賃貸等

光熱費等

施設使用料

消耗品仕入等

商品仕入

AN Aビジネス
ソリ ューショ ン
株 式 会 社

研修費

A N Aウイングス

株 式 会 社

食品売上

主
要
株
主
（
A
N
A
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
）
が

議
決
権
の
過
半
数
を
所
有
し
て
い
る
会
社
等　
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［  一株当たり 情報に関する 注記 ］

１ ． 一株当たり 純資産額

２ ． 一株当たり 当期純利益

69　 円　 80　 銭

　 36　 円　 68　 銭

⑶　 役員及び個人主要株主等

－16－

（ 取引条件及び取引条件決定方針等）

　 取引条件については、 市場価格及び総原価を 勘案し て当社希望価格を提示し 、
価格交渉の上、 価格を 決定し ており ま す。
　 上記金額のう ち、 取引金額には消費税等が含ま れておら ず、 期末残高には消
費税等が含ま れており ま す。

（ 単位： 円）

属性
会社等

の名称

議決権等

の所有

（ 被所有）

割合

関係内容

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容 取引金額 科　 目 期末残高

北 陸 瓦 斯

株 式 会 社

被所有

直接0.2％

兼任

１ 名

ガス 代等

広告代

未払金

―

―

―

48,168,371

800,000

3,435,000

157,000

5,815,181

― 　 　

― 　 　

― 　 　

敦 井 産 業

株 式 会 社

兼任

１ 名

備品購入費

Ａ 重油等

役
員
及
び
そ
の
近
親
者
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３．設備の状況 
（１）既存設備の状況                          （単位：百万円） 

 
（２）設備の新設・除去等の計画 
   ・貨物ビル 庇取替 
   ・旅客ビル 免税売店バックヤード X‐ray 入替 
   ・旅客ビル ITV 装置設備カメラ・ハブ取替 
 
４．子会社・関連会社の状況 
   当社には子会社・関連会社はございません。 
 

以 上 

設備の内容 

帳簿価額 

建物 

及び構築物 

機械装置 

及び運搬具 
リース資産 その他 合計 

旅 客 ビ ル １，９６４ １９６ ６３ １３３ ２，３５６ 

貨 物 ビ ル １４８ ０ ０ ０ １４８ 
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